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茂原市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 現 行 

（補助金の対象範囲及び補助金の額） （補助金の対象範囲及び補助金の額） 

第２条 １・２（略） 

 

第２条 １・２（略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、年度の中途において退園した園児に対する

補助金の額は、月割をもつて計算した額（1円未満の端数があるときは、こ

れを切り捨てた額）とする。 

 

第３条～第５条（略） 

 

第３条～第５条（略） 

 （実績報告書の提出）  （実績報告書の提出） 

第６条 私立幼稚園の設置者は、第５条に規定する保育料等の減免措置を完

了したときは、同条第１項に規定する別に教育委員会が指定した日から15

日以内に茂原市私立幼稚園就園奨励費補助金に係る実績報告書（様式第６

号）を教育委員会に提出するものとする。 

 

第６条 私立幼稚園の設置者は、前条に規定する保育料等の減免措置を完了

したときは、同条第１項に規定する別に教育委員会が指定した日から15日

以内に茂原市私立幼稚園就園奨励費補助金に係る実績報告書（様式第６

号）を教育委員会に提出するものとする。 

別表（第２条第１項） 

補助の対象とな

る保護者の世帯 

補助対

象経費 

補助限度額 

第１子 第２子 第３子以降 

１ 生活保護法

の規定によ

る保護を受

けている世

帯 

入 園

料、保

育料の

合計額 

 

年額 年額 年額 

308,000円 308,000円 308,000円 

別表（第２条第１項） 

補助の対象とな

る保護者の世帯 

補助対

象経費 

補助限度額 

第１子 第２子 第３子以降 

１ 

 

生活保護法

の規定によ

る保護を受

けている世

帯 

入 園

料、保

育料の

合計額 

年額 年額 年額 

308,000円 308,000円 308,000円 
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改正後 現 行 

２ 

 

 

当該年度に

納付すべき

市民税が非

課税となる

世帯 

年額 年額 年額 

272,000円 

（308,000円） 

308,000円 

（308,000円） 

308,000円 

（308,000円） 

３ 当該年度に

納付すべき

市民税の所

得割課税額

が非課税と

なる世帯 

４ 当該年度に

納付すべき

市民税の所

得割課税額

が77,100円

以下の世帯 

年額 年額 年額 

139,200円 

（272,000円） 

223,000円 

（308,000円） 

308,000円 

（308,000円） 

５ 当該年度に

納付すべき

市民税の所

得割課税額

が 211,200

円以下の世

帯 

年額 年額 年額 

62,200円 185,000円 308,000円 

６ 上記区分以

外の世帯 
― 

年額 年額 

154,000円 308,000円 
 

２ 当該年度に

納付すべき

市民税が非

課税となる

世帯 

年額 年額 年額 

272,000円 

（308,000円） 

290,000円 

（308,000円） 

308,000円 

（308,000円） 

３ 当該年度に

納付すべき

市民税の所

得割課税額

が非課税と

なる世帯 

４ 当該年度に

納付すべき

市民税の所

得割課税額

が77,100円

以下の世帯 

年額 年額 年額 

115,200円 

（217,000円） 

211,000円 

（308,000円） 

308,000円 

（308,000円） 

５ 

 

当該年度に

納付すべき

市民税の所

得割課税額

が 211,200

円以下の世

帯 

年額 年額 年額 

62,200円 185,000円 308,000円 

６ 上記区分以

外の世帯 
― 

年額 年額 

154,000円 308,000円 
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改正後 現 行 

備考 備考 

１ （略） １ （略） 

２ 途中入退園及び休園により、保育料が在園期間に応じて支払われて

いる場合の補助限度額は、次の算式により減額して適用する。 

２ 途中入園により、保育料が在園期間に応じて支払われている場合の

補助限度額は、次の算式により減額して適用する。 

（１）入園料を負担している場合 

上記の単価×（保育料の支払月数＋３）÷15（100円未満を四捨 

五入） 

上記の単価×（保育料の支払月数＋３）÷１５（百円未満を四捨五

入） 

（２）入園料を負担していない場合 

上記の単価×保育料の支払月数÷12（100円未満を四捨五入） 

 

３～６ （略） ３～６ （略） 

７ 次に掲げる世帯のいずれかに該当する世帯であって、世帯区分の２

から４については、（ ）内を適用する。 

７ 次に掲げる世帯のいずれかに該当する世帯であって、世帯区分の２

から４については、（ ）内を適用する。 

（１）母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）による

配偶者のない者で現に児童を扶養している者（ただし、保護者と

同一の世帯に属する者がこれに該当する場合を除く。）の属する

世帯 

（１）母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）による

配偶者のない者で現に児童を扶養している者の属する世帯 

附 則（平成29年  月  日茂原市教育委員会規則第  号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の茂原市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則の規定は、平成29年４月１日から適用する。 

 

 


